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2016年  6月    3日 ECBの金融政策（2016年6月） 

2016年 5月  26日 最近の指標から見る欧州経済（2016年5月） 

■年代別にみると、「残留」派の割合が最も高いのは

18-24歳の若年層です。次に25-49歳の層となり

ます。「離脱」派は逆に65歳以上の割合が高いの

が特徴です。こうしたことから、若年層が国民投票

に積極的に参加することが、「残留」を決定するため

の重要なカギと言えそうです。 

■英国では、国民投票に参加するためには事前に有

権者登録が必要です。若年層は未登録が多いとさ

れ、最終的にどの程度の登録となるかが注目されま

す。 

「Brexit」足元でEU離脱派が優勢（欧州） 

2016年6月8日 

「Brexit（ブリグジット）」とは、英国と離脱を組み合わせた造語です。6月23日に欧州連合（EU）に「残

留」するか「離脱」するかを問う国民投票が行われる予定です。世論調査は、足元でEU「離脱」派が優勢な

状況です。ただ、「残留」派は若年層に多く、若年層が重視するのは「経済」です。今後、「残留」派は、若年

層に「残留」の経済効果が「離脱」を上回ることを納得させることが求められます。 

（No.1,838） 
〈マーケットレポートNo.4,843〉 

直前の世論調査では、EU「離脱」派が優勢 
移民問題が再び焦点に 

金融市場は引き続き不安定な動きが続く 

「残留派」は若年層が中心 
若年層の有権者登録は低調 

（注）データ期間は2015年1月～2016年6月。米ドル/英ポンドは 
         2016年6月6日。「EU残留-EU離脱」は2016年6月3日。 
（出所）YouGov、Datastreamのデータを基に三井住友アセット 
            マネジメント作成 

■6月6日に発表された英国のEU国民投票の世論調査では、「離脱」派が「残留」派を上回る結果となりまし

た。調査会社ユーガブ（YouGov）によれば、「残留」派が41％に対して「離脱」派が45％と、「離脱」派が

優勢です。「決めていない」は低下傾向ですが、依然11％と高止まっています。 

■ここにきて、「離脱」派の割合が高まっている背景として、①「残留」派が主張する、「離脱」による英国にとって

の大きなマイナス効果を、多くの国民が信用できないものと捉えていること、②移民問題でキャメロン首相の抑

制目標が達成できていないこと、などが挙げられます。 

■今後は、「経済」が焦点となると思われます。「残

留」派の割合が高い若年層が最も重視している課

題が「経済」だからです。今後、「残留」派は、若年

層に「残留」の経済効果が「離脱」を上回ることを納

得させることが求められます。 

■足元の英ポンドは比較的落ち着いた推移となっ

ていますが、「Brexit」（英国のEU離脱）を巡る

不透明感は投票日まで続くと思われます。緊張

感が高まる中、金融市場も次第に不安定な動き

になると考えられます。 
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http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/eu_africa/news160526eu.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/eu_africa/news160603eu.html

